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資本・人的関係による同一入札への参加制限について 

 

・資本・人的関係の例 

 

例１）資本関係がある場合 

ア 次のＡ社からＥ社までの会社は全て資本関係があることから、同一入札に参加できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 親会社（Ａ社）と孫会社（Ｅ社）、子会社（Ｂ社）と孫会社（Ｅ社）、孫会社（Ｄ社）と孫会社（Ｅ

社）など、親会社を起点として資本関係がある会社は、全て同一入札に参加できません。 

 

イ 次のように個人が議決権の過半数を有する場合であっても、アの場合と同様に資本関係があるもの

として同一入入札への参加を制限します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ アの場合と同様に、資本関係がある上記の会社等は全て同一入札に参加できません。 

※ 資本関係の詳細については、３ページの「参考」をご参照ください。 
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 ※Ａ社、Ｂ社の議決権の過半数を所持 
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例２）人的関係がある場合 

   次のＡ社とＢ社、Ａ社とＣ社は、人的関係があることから、同一入札に参加できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 役員とは、①代表取締役、②取締役（社外取締役及び指名委員会等設置会社の取締役を除く。）、

③指名委員会等設置会社における執行役又は代表執行役、④合名会社、合資会社又は合同会社の業

務を執行する社員、⑤法人格のある組合の理事、⑥民事再生法第 64 条第２項又は会社更生法第 67

条第１項の規定により選任された管財人などをいいます。 

なお、監査役、執行役員は役員に該当しません。 

※ Ａ社とＢ社については、資本関係と人的関係の両方で入札が制限されることになります。 

 

例３）その他の競争の適正さが阻害されると認められる関係 

  次のアからエまでに該当する場合は、同一入札に参加できません。 

 

ア 複数の法人又は個人により構成される組合等とその構成員の関係にある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 組合員同士については、同一入札の参加制限はありません。 

 

イ 一方の会社等の役員又は代表権を有する者が、他方の会社等の役員と夫婦、親子又は兄弟姉妹の関

係にあって、その者の住所地が同一の場合 
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役員ｂ 
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Ｂ社 
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組合員 
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× 同一入札の参加制限対象 

〇 

 

Ａ社 
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役員ｂ（同居するａの妻） 

 

 

× 同一入札の参加制限対象 

〇 同一入札の参加制限なし 
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ウ 一方の会社等の代表権を有する者から契約権限を委任された者（以下「受任者」という。）が、他

方の会社等の役員又は受任者を現に兼ねている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 一方のＪＶの構成員と他方のＪＶの構成員に資本関係又は人的関係等がある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 同一ＪＶ内においては、資本・人的関係がある会社がある場合でも、同一入札の参加は制限されません。 

 

【参考】資本関係の詳細について 

× 同一入札の参加制限対象 

 

Ａ社 

役員ａ 

Ｃ社 

受任者ａ 

Ｂ社 

受任者ａ 

 

× 

 

 

× 

 

代表構成員 

Ａ社 

役員ａ 

 

代表構成員 

Ｄ社 

役員ｂ 

その他構成員 

 
× 同一入札の参加制限対象 

〇 同一入札の参加制限なし 

その他構成員 

 

Ｂ社 Ｃ社 

【甲ＪＶ】 【乙ＪＶ】 

× 

 

 ×  

 

× 

 

 

Ｅ社 
役員ａ 

Ｆ社 
役員ｂ 〇 

資本関係 

人的関係 
〇 

「親会社等」、「子会社等」などの用語の定義については、会社法（平成 17 年法律第 86号）及び会社法施
行規則（平成 18年法務省令第 12 号）によります。なお、資本関係とは、親会社等が子会社等の経営を支配し
ている場合の関係をいい、「経営を支配」とは、次のような場合をいいます。 
１ 親会社等が子会社等の議決権の 50％超を自己（子会社等を含む。以下同じ。）の計算で所有※１する場合 
２ 親会社等が子会社等の議決権の 40％以上を自己の計算で所有し、かつ、次の⑴～⑸のいずれかに該当する
場合 

 ⑴ 親会社等の子会社等の議決権に対する自己所有等議決権数※２の割合が 50％超 
 ⑵ 子会社等の取締役会の構成員の過半数が親会社等の役員・業務執行社員・使用人（親会社等の役員・業

務執行社員・使用人であった者を含む。自然人の場合は、自己の配偶者又は二親等内の親族を含む。） 
 ⑶ 親会社等が子会社等の重要な財務・事業の方針を決定する契約等が存在 
 ⑷ 負債総額に占める親会社等が行う融資（債務保証等を含む。また、親会社等と出資・人事・資金・技術・

取引等において緊密な関係者が行う融資を含む。）の割合が 50％超 
 ⑸ その他親会社等が子会社等の重要な財務・事業の方針の決定を支配していることが推測される事実の存

在 
３ 親会社等の子会社等に対する自己所有等議決権割合が 50％超（自己の計算分がゼロの場合を含む。）の場
合 

 
※１ 更生会社、民事再生中の会社等で、有効な支配従属関係が存在しないと認められるものを除く。 
※２ 「自己所有等議決権数」とは、自己の計算による所有分、自己と出資・人事・資金・技術・取引等にお

いて緊密な関係者の所有分、自己と同一の内容の議決権行使に同意している者の所有分、自己（自然人に
限る。）の配偶者又は二親等内の親族の所有分の議決数の合計をいう。 

× 

 


